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2009/5/17 産経新聞「中１ギャップ」「10 歳
の壁」小中一貫教育が有効か 

子供のつまずきの原因となり
がちな「中１ギャップ」と「10
歳の壁」。この２つの処方箋とし
て、公立の小中一貫教育が注目
されている。平成 18 年度に全国
で先駆けて導入した東京都品川
区では、不登校の増加率が全国
平均の半分以下になるといった
成果が出始めた。１年生から９
年生（中学３年生）までが入り
交じって登校する伊藤学園（東
京都品川区大井）では小中の橋
渡しの時期に当たる５、６、７年
で教員交流を積極的に行ってい
る。今野教諭は「小学校でちゃ
んと習わなければ中学で分から
なくて当たり前ということが、改
めて分かった。交流で教師の意
識が変わる。もう一度中学の教
室に戻れば、以前よりていねい
に教えると思う」と話す。品川区
教委の和気正典小中一貫教育担
当課長は「小中の“文化”の違
いが、子供が環境変化に対応で
きなくなる中１ギャップの一因と
なる」という。「小学校は中学校
での学びを意識せずに教え、中
学校は九九ができない生徒を小
学校のせいにする。お互いに責
任転嫁で先に進まない状況を、
小中一貫化で破りたかった」と
和気課長。「子供の実情に応じて
教師も変わってほしいというア
ピールでもある」と付け加える。

2009/5/18 朝日新聞
 幼児教育、無償化を
 文科省研究会が案「少子対策にも」

有識者を集めた文部科学省の
研究会（座長＝無藤隆・白梅学
園大教授）は 18 日、小学校に行
く前の幼稚園と保育所の費用を
無償にすべきだ、とする中間報
告案をまとめた。義務教育の準
備段階の幼児教育は重要で、子
育て支援として少子化対策にも
なる、という考えからだ。国の負
担などを明確に法制化すること
も求めている。報告案は実現に
年間約 7900 億円が必要と試算し
ているが、そのための予算は将
来の消費税の増税分でまかなう
ことを見込んでいる。幼児教育
の無償化を含む教育費負担の軽
減策は今月下旬に始まる文科省
の別の懇談会でも改めて議論さ
れるが、本当に財源が確保でき
るのか、実現までには難航も予
想される。報告案は無償化の対
象について、３歳以降の幼稚園、
認可保育所と、幼稚園・保育所
両方の機能をあわせもつ「認定
子ども園」の幼稚園部分として
いる。無認可保育所や、認可保
育所に通う０～２歳児について
は「厚生労働省の保育制度改革
の議論で検討されることが適当」
とした。３年後の消費増税を明
記し、昨年 12 月に閣議決定され
た政府の「中期プログラム」で、

「少子化対策」が触れられている
ことから、その位置づけの中で

★ DOCUMENT・ドキュメント・記録（No.98 ／2009 年 5 月 15日～2009 年 7月 15日）★

子どもの人権関係の報道と記録から… 
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財源を確保する、とうたっている。

2009/5/25 民主が母子加算復活へ作業チーム
法改正を検討へ

民主党は、４月に廃止された
生活保護の母子加算の復活を目
指す「復活作業チーム」（主査・
長妻昭政調会長代理）の初会合
を国会内で開き、必要な法改正
も含めた対応策を検討する方針
を 25 日決めた。作業チームは、
札幌市などの母子家庭の母親３
人から母子加算廃止の影響を聴
いた。母親は「子供を修学旅行
に行かせるため、さまざまな費用
を削った」「生活が苦しくなった」
と訴えた。作業チームは今後、
母子加算復活に必要な法手続き
や予算面の取り組みについて検
討する。厚生労働省は、平成 18
年度に東京 23 区で月額約 2 万
3000 円だった母子加算を段階的
に減額し、今年４月に廃止した。
母子家庭が１年間に受給できる
生活保護費の総額が、生活保護
を受けていない母子家庭の平均
収入を上回っていることを理由
として挙げている。厚労省は代
わりに母親の就労を促す手当な
どを設けている。

2009/5/26 朝日新聞
 幼稚園・保育所の一元化で児童局

新設　厚労省分割の素案
麻生首相が指示した厚生労働

省の分割・再編の素案がわかっ
た。年金・医療・介護などを担
当する社会保障省、雇用・少子
化などを担当する国民生活省（い
ずれも仮称）に分割。国民生活
省には文部科学、厚労両省に所
管が分かれる幼稚園と保育所の
一本化（幼保一元化）を担う少
子化・児童局を新設する。政府
は６月下旬にまとめる「骨太の方

針 2009」に分割再編案を盛り込
むことを目指し、関係閣僚が 26
日協議した。ただ舛添厚労相は
同日の会見で「拙速でやるべき
ではない」、小渕少子化担当相は

「（幼保一元化は）状況をみなが
ら判断していかなければならな
い」と述べ、ともに慎重姿勢を
示した。素案では、内閣府の外
局として今秋にも新設される消
費者庁を、国民生活省の外局と
位置付けた。閣僚数を現行以上
には増やさないとも明記。閣僚
主導に適した規模に厚労省を分
割▽国民本位・現場重視の再編
により責任を明確化▽政府横断
的な人材の投入による人員強化
――を掲げた。

2009/6/3 朝日新聞
 08 年出生率 1.37、３年連続増　

歯止めはかからず
女性１人が生涯に産む子ども

の平均数を示す合計特殊出生率
が 08 年は 1.37 で、前年を 0.03
ポイント上回ったことが、厚生労
働省が３日発表した人口動態統
計で分かった。05 年に 1.26 と過
去最低になって以来、３年続け
て上がっている。20 代女性の出
生率は横ばいだったが、30 代の
上昇が全体を押し上げた。ただ、
人口に占める若年人口（０～ 14
歳）の割合は減り続けており、
少子化の流れに歯止めはかかっ
ておらず、今後も人口減少が進
む状況に変わりはない。 出生数

（国内で生まれた日本人の子ども
の数）は 109 万 1150 人で、前年
より約 1300 人増えた。20 代～
30 代前半の女性の出産は減った
ものの、30 代後半での増加が目
立った。都道府県別では、最も
高いのは沖縄 1.78、宮崎 1.60、
鹿児島 1.59 と続いた。最も低い
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のは 東 京 1.09、次 いで 北 海 道
1.20、奈良と京都が 1.22 だった。 
死亡数は約３万４千人増の 114
万 2467 人。高齢化が進み、戦後
統計を取り始めた 1947 年以降で
最多となった。死亡数から出生
数 を 引 い た「 自 然 減 」は 5 万
1317 人で、初めて自然減となっ
た 05 年以降で最大だ。 結婚の
増加は出生数の増加につながる
とされるが、婚姻は前年より約
6300 組多い 72 万 6113 組。平均
初婚年齢は夫 30.2 歳、妻 28.5 歳。
離婚数は 25 万 1147 組で、前年
より約 3700 組減った。「人口を
維持できる水準の出生率」は 2.07
とされる。３年続けて上がってい
るが、現在の水準の出生率が続
けば、２世代後の人口は約４割、
３世代後は３割にまで減ってし
まう。  

2009/6/5 産経新聞
 保護者の７割が公表賛成　全国学

力テストの学校別結果 
小学６年と中学３年を対象に

文部科学省が実施している「全
国学力・学習状況調査」（全国学
力テスト）の学校別結果につい
て、保護者の 67.3％が公表すべ
きと考えていることが５日、政府
の規制改革会議で報告された調
査結果で分かった。一方、市区
教育委員会は 86.7％が公表すべ
きではないと回答、「過度の競争」
を懸念して学校の自主的公表以
外を認めない文科省の方針を支
持しており、保護者と行政側と
の意識ギャップが浮き彫りに
なった。保護者が学校別成績の
公表を求める理由は「学力向上
は学校（教員）の責務だから」
が 56.8％で最も多く、他に「学
校選択のための基本情報」「説明
責任を果たすために公表は当然」

など。公表すべきではないとす
る回答は 10.5％。都道府県・政
令市の教委で公表すべきではな
いとする回答は 65.1％で、市区
教委を下回り、大阪府や鳥取県
など公表に積極的な知事がいる
現状を反映した。

2009/6/6 朝日新聞
 親の暴言、子の発達を阻害　言語

性知能が低い傾向
感受性の高い幼少期に親から

言葉による虐待を受け続けた人
は、受けていない人より「言語
性知能」の数値が低い傾向にあ
る――。そんな研究結果を熊本
大学大学院の友田明美准教授（小
児発達社会学）が米ハーバード
大と共同でまとめた。友田准教
授は、19 ～ 20 日に熊本市である
日本小児救急医学会で報告する。
研究は 18 ～ 25 歳の米国人 1455
人から、家庭環境や家族の収入
などの社会経済環境が同程度の
男女 40 人を選び、４～ 17 歳の
幼少期に親から連日「生きてい
る価値がない」「死んだ方がまし」
などと言われ続けた２１人と、言
われなかった 19 人に分けて、知
能検査と磁気共鳴断層撮影（Ｍ
ＲＩ）検査をした。 その結果、
言語性知能の数値は、言葉の虐
待を受けなかった人が 111 ～ 154
だったのに対し、虐待を受けた
人は 94 ～ 140 と低かった。虐待
された人の脳は、言語で意思を
疎通する部分の血管が膨らむな
どの損傷があったという。 友田
准教授は「言葉の暴力が脳の発
達を阻害する可能性を示すデー
タ」と分析。今後は、日本人に
も同様に調査し、虐待が脳の発
達に与える影響を食い止める研
究を進めるという。 友田准教授
らは、幼少期に長期間、体罰を
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受けた人の脳が、受けていない
人の脳より前頭葉の一部が最大
約 19％縮んでいるとの研究結果
を 08 年に発表している。 児童虐
待に詳しい関西学院大学人間福
祉学部の才村純教授は「虐待の
脳の機能面への影響を明らかに
した点で興味深い。不安定な親
子関係が続くと言葉の獲得が遅
れ、論理的に物事を考えるのが
難しくなることを一つのデータと
して示した」と評価している。 

2009/6/9 朝日新聞
 30 代教員に校長のチャンス
 大阪府教委、若返りへ改革

大阪府教育委員会は、教頭を
務めたことがない 30 代の教員も、
府内の公立小中学校や府立高校
の校長の選考試験を受けられる
よう人事制度を改め、今夏にも
募集を始める。団塊世代の大量
退職が本格化するなか、校長の
若返りを進める狙いだが、学校
現場からは「応募する若手教員
がいないのでは」との声も漏れ
る。文部科学省によると、08 年
４月１日現在で全国の公立小中
高校の最年少校長は 42 歳。担当
者は「30 代の校長を登用するた
めの人事制度は非常に珍しい」
と話す。府教委のこれまでの受
験資格は、府立高校では「57 歳
以下で３年以上の経験がある教
頭」、公立小中学校では「40 歳以
上 57 歳以下の教頭か指導主事以
上の職にある人」。試験に通った
場合でも、基本的に年功序列で
校長に任命されるため、現職校
長の平均年齢は 57 歳と高い。新
しい人事制度では、10 年以上の
教職経験があれば、校長や市町
村教委の推薦を得た上で選考試
験を受けられるようになり、30
代でも受験が可能になる。ただ

し、管理職経験がない教員には
校長就任前に、教頭や指導主事
を１年間経験してもらう。府の公
立学校の教員（大阪、堺の指定
市を除く）は、50 歳以上が全体
の半数近くを占める。「年功序列
にとらわれず、やる気と力がある
人を校長に登用したい」という
39 歳の橋下徹知事の意向もあり、
府教委は改革に着手した。30 代
の男性教員は「実際に手を挙げ
る人はいないんとちゃいますか。
一番体が動く時期に子どもと触
れ合う経験を積みたい」。府立高
校長は「校長の責任は大きいが、
人事権もないし予算もほとんど
ない。その両方を持つ橋下知事
とは違う。若手だとよっぽどの人
じゃない限り、つぶれてしまう」
と話す。京都府は教頭や副校長
から校長を登用。東京都は副校
長や統括指導主事などの管理職
経験が３年以上ある教員から校
長を選んでいる。

2009/6/9 朝日新聞
 日教組、困窮家庭の子ども支援　

「カンパ」スタート
経済的に困っている家庭の子

どもを支援しようと、日本教職員
組合（日教組）は９日、教育関
係者に「子ども救援カンパ」の
呼びかけを始めた。親を亡くした
子どもの学費を支援している「あ
しなが育英会」などに寄付する。
一般からも受け付けており、問い
合 わ せ は 事 務 局（03・3265・
2171）へ。 

2009/6/13 毎日新聞　
 うつ病生徒：「いる」公立中 37％

首都圏 163 校、東京学芸大など
調査

首都圏の公立中学校を対象に
東京学芸大（東京都小金井市）
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などが実施した調査で「うつ病
の生徒がいる」と回答した学校
の割合が 37％に達した。精神疾
患で医療機関を受診中の生徒が
いる学校は 84％だった。同大は

「心の健康状態に問題を持つ生徒
が増えている」としている。東京
都西部と埼玉県南部、神奈川県
北部の 47 市町村の全 507 校を対
象に 08 年 11 月から同大と民間
製薬会社が共同で調査を実施し、
163 校から回答を得た。99％の学
校が「心の健康状態に問題を持
つ生徒がいる」と回答。回答を
担当した養護教諭らの 47％は生
徒や保護者、教諭らから「過去
３年間に自殺の悩みを相談され
たことがある」とした。心の病気
などを扱う授業について 83％が

「必要」と答えたが、実施してい
る学校は 30％にとどまった。

2009/6/15 朝日新聞
 小学５、６年で英語「公立小の

99％」　文科省調査
11 年度に本格実施される新し

い学習指導要領の先取りとして、
今春から小学５、６年生で英語
の授業を行っている公立小学校
が 99％に上ることが、文部科学
省の調査で分かった。授業を週
１コマ以上実施している学校も
６割あった。もともと、小学校で
は総合学習の時間や休み時間、
クラブ活動などを活用して何ら
かの英語活動を行っているとこ
ろが多く、07 年の調査でも９割
を超えていた。ただ、今回は正
式に授業に組み入れた上で時間
数も多くとっている学校が増え、

「年間 35 コマ（週１コマ程度）」
と回答した学校は 54％、36 コマ
以上という学校も４％あった。平
均は年間 28 コマで、07 年の調査
の約２倍になっている。 新学習

指導要領では、国際化社会に対
応できる人材の育成をうたい、
小学５、６年生で英語の授業を
週１コマ必修としている。今年度
と来年度は移行期間だが、文科
省の担当者は「移行初年度から
本来の指導要領並みのコマ数で
取り組んでいる学校が予想以上
に多かった」としている。

2009/6/16 朝日新聞
 学校の耐震性、非公表 17％　
 自治体、義務守らず

文部科学省は 16 日、今年４月
１日時点の全国の公立学校の耐
震化状況を発表した。昨年６月
の地震防災対策特別措置法改正
により、幼稚園と小中学校、特
別支援学校については耐震診断
と結果公表が設置者に義務づけ
られたが、未診断の建物がある
自治体は 676（36.0％）、結果を
公 表し て い な い 自 治 体 は 320

（17.0％）あり、違法状態が続い
ていることがわかった。法改正
で耐震化工事の国庫補助率を引
き上げるなどした結果、市町村
の負担は約３割から約１割に軽
減されたが、財政事情を考える
となお重荷だとする自治体は少
なくない。耐震診断の結果公表
も「住民の不安をあおる」とため
らうところがある。文科省は是正
の指導を強める方針だが、罰則
がない法律にどう実効性をもた
せるか、今後の課題になりそう
だ。文科省は今回、耐震診断の
結果を公表しなかった自治体名
を発表した。未公表の自治体が
多かったのは北海道（60）、福岡

（33）、 福 島（29）、 青 森（18）、
大分（11）など。県庁所在地も
５市（山形、福島、岡山、山口、
宮崎）あった。 

文科省は今後、自治体に耐震
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診断ができる建築士事務所の情
報を提供するなどの対策も強化
するとしている。一方、住民に
公表していない耐震診断結果も
文科省には報告されており、同
省のまとめによると、義務教育の
小中学校で耐震性がある建物は
67.0％で昨年より 4.7 ポイント増
えた。 耐震診断が必要なのは、
81 年以前の耐震基準で建てられ
た約７万５千棟。調査によると、
現在の耐震基準を満たさない構
造耐震指標（Ｉｓ値）0.7 未満と
されながら未改修の建物は、工
事中のものも含め約３万８千棟
で、対象物件の約半数だった。

2009/6/23 産経新聞
 学童保育が 80 万人突破　設置数

も過去最多に
共働きやひとり親家庭の小学

生を放課後に預かる学童保育の
利用児童数が、５月１日現在で
過去最多の 80 万 1390 人となっ
たことが 23 日、全国学童保育連
絡協議会の調査で分かった。学
童保育の設置数も 1 万 8475 カ所
で過去最多だった。大規模施設
の分割促進のため、厚生労働省
が平成 22 年度から補助金廃止の
方針を決めている 71 人以上の学
童保育は、全体の 11.6％に当た
る 2137 カ所。このうち 21 年度
中に分割を予定している施設は
４割を下回り、1300 カ所以上で
補助金が打ち切られる見込みと
いう。同協議会は「子供の安全
を保障するには40人以下が適正。
国は施設の運用に必要な補助金
を増額し、分割・新設を支援す
る必要がある」としている。

2009/6/24 朝日新聞
 改正育児・介護休業法が成立

子育てしながら働き続けられ

る環境を整備するための改正育
児・介護休業法が 24 日午前、参
院本会議で全会一致で可決され、
成立した。３歳未満の子どもが
いる従業員を対象にした短時間
勤務制度の整備や残業免除の希
望に応じることを企業に義務付
けるほか、男性の育児休業の取
得促進策などが盛り込んである。
来年夏にも施行される。 育休を
理由に不当解雇される「育休切
り」を防ぐため、厚労相の勧告
に従わなかった場合に企業名を
公表する制度は今秋、施行され
る。また、育休後の職場復帰を
確実なものにするため、厚生労
働省令を改正して、企業に育休
期間を明示した書面を本人に交
付するよう求める。 

2009/6/26  産経新聞
 日本低い教育の公費負担　文部科

学白書
文部科学省は 26 日、昨年初め

て策定された政府の教育振興基
本計画や、大学の国際化などに
ついて特集した平成 20 年度文部
科学白書を公表した。白書は冒
頭で、「教育立国」を目指す基本
計画を説明。教育の公費負担が
日本は経済協力開発機構諸国と
比べて対ＧＤＰ比で低いことを
グラフで示し、財源措置の必要
性も強調した。大学については
留学生 30 万人計画のほか、地域
貢献の具体例として北九州学研
都市などを紹介した。過去１年
の文教・科学技術施策の記述で
は、大分県の教員採用汚職事件、
財団法人日本漢字能力検定協会
の不祥事にも言及。日本人４人
のノーベル賞受賞、宇宙飛行士
の若田光一さんが日本人初の国
際宇宙ステーション長期滞在を
開始したことについても取り上
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げている。

2009/6/26 産経新聞 
 いじめ加害も被害も８割経験　
 小中学生　調査で浮き彫り

小中学生の８割でいじめたり、
いじめられたりした経験がある
－。そんないじめの実態が 26 日、
国立教育政策研究所の追跡調査
で明らかになった。いじめが根深
い問題であることが改めて浮か
んだ格好だ。こうした実態を踏ま
え、同研究所は教員にいじめへ
の理解を深めてもらおうと、校内
研修用の手引きを作成した。い
じめ研修用の手引きを国が作成
するのは初めて。調査は平成 16
～ 18 年の３年間、毎年６月と 11
月に、首都圏の１都市の小中学
校 19 校（小 13 校、中６校）に
通う小４～中３の全員を対象に
実施。３年間の調査の結果、４
～６年生の３年間で、一度もい
じめに遭わなかったという小学
生はわずか 13.1％、中学生でも
19.7％しかおらず、約８割の小中
学生がいじめ被害を経験してい
ることが浮かんだ。加害体験で
も、４～６年生の３年間でいじめ
をしたことがあると答えた小学生
は 84.0％、中学生で 81.3％にの
ぼった。

2009/6/26 朝日新聞
 車いす少女の中学入学拒否「妥当

性欠き違法」　奈良地裁
希望した地元の町立中学への

進学を拒否された車いすの谷口
明花（めいか）さん（12）＝奈
良県下市と両親が、町と町教育
委員会に入学を認めるよう求め
た訴訟で、奈良地裁は 26 日、町
教委などに入学許可を仮に義務
づける決定を出した。明花さん
側の代理人の児玉修一弁護士が

会見で明らかにした。明花さん
は７月からの通学を希望してい
るという。決定によると、一谷好
文裁判長は、健常者と障害者と
の共同学習の推進などをうたっ
た衆参両院の付帯決議などを引
用したうえで、町教委の入学拒
否について「慎重に判断したと
は認めがたく、著しく妥当性を欠
き、裁量権を逸脱または乱用し
たものとして違法である」などと
批判。そのうえで、町教委など
に対し、少女側が望んでいる町
立下市中学校への仮の入学許可
を出すよう命じた。明花さんと両
親は４月下旬、町教委などに対
し、「入学を認めないのは裁量権
を逸脱して違法」として提訴す
るとともに、判決が出るまでの間、
仮入学できるよう求めていた。 
明花さんの父親の正昭さん（51）
は「裁判所に迅速に審理してい
ただき、心より感謝している」と
話した。下市町教委は「決定を
真摯（しんし）に受けとめるが、
今後の対応については弁護士と
慎重に協議したい」との談話を
出した。 明花さんは地元の小学
校に通い、下市中学校への進学
を強く望んだが、町教委の就学
指導委員会は「中学には階段が
多く、命の保証ができない」とし
て、県立養護学校への進学を答
申。明花さんは養護学校に登校
せず、自宅で県教委が派遣する
同校講師の指導で学んでいた。 

2009/6/30 読売新聞
 子供の携帯所持を規制…全国初、

石川で条例成立
石川県議会は 29 日、小中学生

に防災や防犯以外の目的で携帯
電話を持たせないようにする保
護者の努力義務を盛り込んだ改
正「県いしかわ子ども総合条例」
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を可決した。条例による所持規
制は全国初。18 歳未満の携帯電
話のフィルタリング（閲覧規制）
を販売事業者が解除する際、保
護者に理由を書いた書類を提出
してもらうことを義務付ける改正
条例も可決した。所持規制につ
いては、「取り締まり的発想で、
教育をゆがめかねない」などの
反対意見もあり、採決では 45 人
中７人が反対した。所持規制は、
昨年９月に携帯電話のサイトへ
の書き込みに腹を立てた石川県
内の高校生が、同級生をバット
で殴った事件が発端だった。文
部科学省は１月、全国の教育委
員会に、小中学校への携帯持ち
込みを原則禁止とする通知を出
した。

2009/7/2 朝日新聞
 学用品や制服代の支援、高校生に

も拡大検討　文科省
経済的に苦しい高校生の支援

策として、文部科学省は、学用
品代や修学旅行費、制服の購入
費など、授業料以外に必要な教
育関連費を支援する制度の検討
に入る。こうした支援策は従来、
小中学校の義務教育期間しかな
かったが、高校進学をためらっ
たり、中退したりするケースが増
えていることから、具体化を議論
することにした。 高校生の支援
をめぐっては、塩谷文科相が設
けた有識者の懇談会も新たな仕
組みを議論している。義務教育
ではないものの、98％の子ども
が進学する以上、公的支援の充
実が必要との考えからで、文科
省は、高校生への支援強化を「政
策転換」と位置づけている。７
月中に自治体や学校の担当者ら
による検討会を設ける考えだ。文
科省は今回の補正予算で、主に

私立高校生の授業料減免などの
支援策として３年分 486 億円を
手当てした。しかし、教育現場
には「一過性の対応では根本的
な解決にならない」として、新た
な制度を求める声が強い。文科
省は、例えば年収 350 万円以下
など生活保護に準ずる世帯を対
象に、義務教育での「就学援助」
のような制度や、給付型の奨学
金の導入を話し合う。

2009/7/3 産経新聞
 児童ポルノ流通防止へ法整備急務

ネット普及で事態悪化
インターネット上に氾濫する児

童ポルノの流通防止を図るため、
通信事業者や有識者などで構成
する協議会が活動を始めている。
協議会では児童ポルノが掲載さ
れているウェブサイトのリスト化
や、掲載サイトを閲覧できなくす
る「ブロッキング」の是非につい
て検討。その結果、ブロッキン
グなどが始まれば一定の効果が
期待されるが、法整備を急ぐべ
きとの指摘もある。「児童買春・
ポルノ禁止法ができてかなりた
つが、児童ポルノをめぐる事態
はよくなっていない。むしろイン
ターネットの普及で悪くなってい
る」６月に設立された児童ポルノ
流通防止協議会の構成員の一人
で、財団法人インターネット協会

（東京都港区）の国分明男副理事
長は話す。平成 20 年に全国の警
察が摘発した児童ポルノ製造・
提供事件は 676 件で過去最高。
12 年の 170 件から４倍近くにも
増加した。協会が運営する「イ
ンターネット・ホットラインセン
ター」では、ネット上の違法、有
害情報について通報を受け付け
る。通報で児童ポルノが掲載さ
れたウェブサイトがあった場合、
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管理者へ削除を要請しているが、
一部には応じない管理者もいる
のが現状という。また、いったん
画像がネットに流通してしまうと
コピーされ、流通が続く恐れが
ある。こうした現状を打破するた
めに設立されたのが児童ポルノ
流通防止協議会だ。ネット接続
事業者や検索エンジンを運営す
る会社、弁護士らで構成され、
児童ポルノを掲載しているウェ
ブサイトのリスト化とブロッキン
グの２点について検討する。

2009/7/6 朝日新聞
 教員、弁護士らが保護者のクレー

ム研究する会設立
教育現場に過度な要求をする

保護者が増える中、大阪大大学
院の小野田正利教授（教育制度
学）は、独立行政法人日本学術
振興会の補助金を受けて、「新学
校保護者関係研究会」を発足さ
せた。通称は「新イチャモン科
研」。教員や弁護士、臨床心理士
らが参加し、保護者対応のマニュ
アルづくりなどに取り組むととも
に、保護者と学校の関係を考え
るシンポジウムなどを開く。小野
田教授らは 06 年４月、前身の「学
校保護者関係研究会」をつくっ
た。分析中心だった研究会のあ
り方を見直し、「イチャモン」と
もいえる保護者のクレームへの
対処方法や保護者との良好な関
係づくりなど実践的な研究にも
乗り出す。今年度から４カ年、文
科省系の振興会から総額 3360 万
円の研究補助金を受ける。メン
バーは 29 人。新たに、『となり
のクレーマー』などの著書がある
関根眞一さんを招いた。関根さ
んは元百貨店のお客様相談室長
で、著書で苦情を寄せた顧客へ
の誠意ある対応の大切さを説い

た。関根さんは「学校の先生に
は相手から学ぶべきものはない
というプライドが強いのではない
か。このために親と激しく衝突し
てしまう。それを改善してもらう
のがぼくの役目です」と話す。 
メンバーは「保護者、国際比較、
危機対応」「教育委員会、学校、
教員」「心理、医学」「福祉、法律、
子ども」の４班に分かれて研究。
保護者対応のマニュアルづくり
や学校現場での研修方法の模索
▽過度な要求やクレームを言う
保護者に対処する専門チームを
設けた自治体の成果や課題の調
査▽解決困難なトラブルを分類
し、初期段階での対応のあり方
の検討――などに取り組む。

2009/7/8 産経新聞
 塾教材に自虐史観　栄光ゼミ、穴

埋め問題に「強制連行」
大手学習塾、栄光ゼミナール

（本部・東京都渋谷区）の小学５
年生の社会科教材で、昭和 12

（1937）年の南京事件を「市民十
数万人を虐殺（南京大虐殺）」と
記述するなど、自虐史観に偏っ
たものが使われていることが７日
分かった。塾の教材は教科書検
定のようなチェックなしに使われ
ており、識者らは「子供が初め
て学ぶ日本史が、日本を悪と強
調する 10 年以上前の教科書の内
容で、それを丸暗記させられて
いる」と警鐘を鳴らしている。栄
光ゼミナールは、首都圏を中心
に 318 拠点で小中高校生向け教
室を展開する。同社広報室によ
ると、中学受験指導コースで使
われている「私国立中受験新演
習小学５年社会下」で、「1937 年
12 月、首都南京を占領した日本
軍は、市民十数万人を虐殺（南
京大虐殺）し、世界中から非難
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をあびました」との記述がある。
千葉県内の教室では、講師が「南
京大虐殺」「強制連行」「集団自決」
などを正答とする穴埋め問題の
プリントを授業で使用。プリント
では、終戦間際のソ連の対日宣
戦布告を米英との協定に基づい
て行われたとする一方、日ソ中
立条約違反だったことには触れ
ない偏った内容となっている。同
社は「教材は生徒の志望校合格
を目的に、文部科学省が認定し
た教科書の内容を基に、入試問
題を参考に作成している。これ
らの変更がない限りは直ちに修
正はしない」としている。

2009/7/10 日経新聞
 子どもの 66％「これからの日本

社会、悪くなる」　ベネッセ調べ 
ベネッセコーポレーションは

10 日、小学５年生～高校２年生
を対象に実施した放課後の生活
時間などに関する調査結果（速
報版）を発表した。調査によると、
これからの日本社会が良くなる
かどうかという質問に対して「悪
くなる」と答えた人の割合は全
体 で 66.3％だった。 高 校 生 が
75.8％、中学生が 71.6％と高く、
小学生も 52.5％に上っている。
自分の将来について、「これから
の世の中をよくするためにがん
ばりたい」と答えた人は 50.7％。
最も割合の高かった小学生で
58.1％。中学生は 48.6％、高校
生は44.3％だった。ベネッセは「調
査時期が（景気が急速に冷え込
んだ）昨年の 11 月だったことも
あるが、とくに小学生でこちらが
想像するより悲観的な見方をし
ている人が多い」（広報・ＩＲ部）
とみている。調査は全国の小学
５年生から高校２年生までを対
象 に、2008 年 11 月 10 ～ 14 日

に郵送方式で実施した。回答数
は 8017 人。 

2009/7/10  産経新聞
 眠れる「校訓」もっと活用を　
 文科省が推進 

学校の教育理念を示す「校訓」
を、子供の心の教育などにもっと
活用すべきだとして、文部科学
省は有識者による推進会議を設
置した。７月中にも報告書をまと
める。“お飾り”になりがちな校
訓だが、識者は「知らず知らず
に児童生徒の行動に影響を与え
ている」と指摘。卒業生も覚え
ていることが多いため、校訓を軸
に、学校と地域との結びつきを
強める効果も期待している。校
訓の活用は今年２月、塩谷立文
部科学相が発表した「心を育（は
ぐく）む５つの提案」に盛り込ま
れ、文科省は都道府県教育委員
会などを通じて実践例を収集。
６月末に推進会議の第１回会合
を開催した。実践例では、青森
県の弘前市立城東小が地元出身
のジャーナリスト、陸（くが）羯
南（かつなん）の詩から「天下
の賢」を行事や卒業式の式辞、
児童会だよりの題名などで頻繁
に使用。「天下第一等の人物」の
意で「子供たちには、ことあるご
とに天下の賢になれと話してい
る」（同校）という。推進会議の
座長、天笠茂千葉大教授（学校
経営学）は「校訓は関心を持た
れていなくても、学校の精神的
基盤として子供や教師に影響を
及ぼす。地域と共有できる校訓
を作ることが大切だ」と活用に
期待する。
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2009/7/10 読売新聞
 「子どもが在学」など例示…在留

特別許可で新指針
法務省は 10 日、不法滞在の外

国人に対して、どのような場合に
特別に日本滞在を許可するかを
示すガイドライン（指針）を改定
したと発表した。許可の基準を
従来より緩和したものではない
が、判断の際に特に重視する要
素として「子どもが小中高校に
在学していること」などを具体的
に示した。自発的な出頭を促す
ことで、国内に約 13 万人いると
される不法滞在者を減らす狙い
だ。法相は、強制退去手続きに
対して異議を申し立てた不法滞
在者に対し、裁量で「在留特別
許 可 」 を 出 す こ と が で き る。
2006 年に公表したガイドライン
では、許可の要件を「人道的配
慮が必要な時」などとしたが、支
援団体などからは「基準があい
まいで、強制送還を恐れる人が
出頭しにくい」との声が上がって
いた。新ガイドラインでは、許可
しやすい事情として〈１〉子ども
が日本の小中高校に在学中〈２〉
不法滞在を自ら入国管理局に申
告した〈３〉難病の親族を看護
する必要がある――などを示し
た。子どもがいるケースについて
は「（子どもが）10 年以上在住し
ていることが目安」と例示されて
いる。また、不許可になりやすい
事情としては、偽造旅券で入国
した場合などを挙げた。３月に中
学生の長女だけに許可が出た埼
玉県のフィリピン人一家のケー
スでは、両親は他人名義の旅券
で不法入国しており、在留期限
が切れて滞在する事例よりも悪
質性が高いと判断された。同省
では新ガイドラインについて、「従
来の判断を変えるものではない」

としている。 

2009/7/13 読売新聞
 「父母の虐待」34％…児童の養護

施設入所理由
家庭の事情などで児童養護施

設や里親家庭で生活する子供の
うち、父母による虐待が入所や
委託の主な理由になったケース
が、３割を超えたことが 13 日、
厚生労働省の調べでわかった。
過去に虐待を受けた経験のある
子供も約半数を占めており、児
童虐待の深刻な実態が浮かび上
がっている。調査は５年に１度ず
つ行われるもので、今回は 2008
年２月１日現在、児童養護施設
や乳児院、里親家庭などで暮ら
す子供が対象になっている。そ
れによると、4 万 1602 人の子供
が施設などで暮らしており、前回
調査より人数で 3284 人、率で
8.6％増えていた。施設別では、
児童養護施設が 3 万 1593 人、里
親 家 庭 が 3611 人、 乳 児 院 が
3299 人、児童自立支援施設が
1995 人－など。入所・委託の理
由に、放任や養育拒否を含む「父
母の虐待」を挙げたケースは、
前 回 調 査 比 5.5 ポ イ ント 増 の
33.9％。過去に虐待を受けたかど
うか調べた結果、50.9％の子供が
父母から虐待された経験を持っ
ていた。虐待の種類では、複数
回答でネグレクト（父母の放任
など）の 64.5％、身体的虐待の
40.9％、心理的虐待の 20.0％が
目立った。

2009/7/14 毎日新聞
 児童ポルノ：禁止法改正案は廃案

の見通し　衆院解散で
深刻化する児童ポルノ被害を

食い止めようと、画像を所持す
ることへの規制強化に向け国会
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審議が続いていた児童買春・児
童ポルノ禁止法改正案は、衆院
が 21 日にも解散されることで、
廃案の見通しとなった。同法を
めぐっては、18 歳未満を写した
性的な画像を個人で見るためだ
けに所有する「単純所持」を禁
じる自民・公明両党と、「有償ま
たは反復して取得」した場合に
処罰を限るべきだとする民主党
がそれぞれ改正案を提出、先月
26 日に衆院法務委員会で審議入
りした。３党は今国会での成立
を目指して修正協議を重ね、「単
純所持」を違法とすることで合
意したが、処罰対象をどこまで
広げるかなどで折り合いがつい
ていない。ただし、与党、民主
党双方の委員らには、会期中に
最終合意までこぎ着けたいとの
意向もあり、解散ぎりぎりまで協
議を続ける可能性もある。
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